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（仮称）創造活動・歴史文化交流施設建設工事等優先交渉権者選定プロポーザル 

実施要領 

 

本プロポーザルは、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１

８号）第１８条に規定する「技術提案の審査及び価格等の交渉による方式」の対象で

ある。 

 

１ 事業の目的 

東海市では、横須賀地区のまちづくりについて、「江戸の古から引き継が

れる“町方文化”を市民とともに守り、育み、未来に発信するまち」をま

ちづくりの理念とする「横須賀文化の香るまちづくり基本構想」、「同基本

計画」に基づき進めている。東海市立文化センター（以下「文化センタ

ー」という。）は、昭和５５年（１９８０年）の開館から４１年が経過し、老

朽化や耐震基準を満たさないこと等から今後のあり方等を検討した結果、基本計画

に定めた重点項目である「拠点形成」を実現するため、従前の中央公民館としての

役割に区切りをつけ、文化センターを用途廃止・解体し、その跡地に「新しいまち

づくりの拠点」として、（仮称）創造活動・歴史文化交流施設（以下「新施設」と

いう。）を整備することを決定した。新施設は、「横須賀文化の発信拠点」、「映

像（映画）を中心とした創造活動の場」、「多世代交流の場」をコンセプト

に地域の歴史文化を学び、体感するとともに、「映像」を活用することによ

り、生涯学習活動や創造活動の発展と人々の交流を促進するものである。 

新施設の建設は、カーボンニュートラルの推進や木材を利用するデザイン

性の高い建築物とすることから、施工の難易度が高いため、実施設計段階

から施工業者の優れた技術と提案を取り入れることのできる技術協力施工

方式（以下「ＥＣＩ方式」という。）を採用する。また、文化センター解体

工事は、敷地周辺のマンションや住宅への騒音、振動等の配慮や既設杭の

処理方法等、最適な工法の選定が困難であり、施工の難易度が高いことか

ら、施工者のノウハウを活用した合理的な設計が可能である設計施工一括

方式（以下「ＤＢ方式」という。）を採用するものである。 
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２ 発注者 

東海市 

 

３ 工事等の概要 

  敷地の概要 

 ア 場所   東海市横須賀町狐塚地内 

 イ 敷地面積 ３，３９１．６５㎡ 

 ウ 用途地域 商業地域  建蔽率８０％  容積率４００％ 

 エ 防火指定 防火地域 

 オ その他  宅地造成工事規制区域 区域外 

        砂防指定地 指定なし 

 文化センター解体工事実施設計業務・解体工事の規模及び内容 

 ア 工事名    文化センター解体工事（以下「解体工事」という。） 

 イ 業務範囲   実施設計業務及び解体工事 

別紙 東海市立文化センター解体事業要求水準書による 

 ウ 既存建物概要 

   主要用途   文化センター（中央公民館） 

   建築面積   １，７４０㎡ 

   延べ床面積  ３，６８５㎡ 

   構造     鉄筋コンクリート造 

   階数     地上３階、地下１階 

   竣工年月   昭和５５年（１９８０年）１０月 

 （仮称）創造活動・歴史文化交流施設建設工事の規模・内容 

 ア 工事名    （仮称）創造活動・歴史文化交流施設建設工事（以下「建設

工事」という。） 

 イ 主要用途   劇場 

 ウ 工事種別   新築 

 エ 建築面積   ２，１８２．９３㎡ 

 オ 延べ床面積  ２，８９３．１４㎡ 
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 カ 構造     鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造、またはこれらの混構造 

 キ 階数     地上２階、地下１階 

 ク 工事及び実施設計技術協力業務範囲 

建築工事、電気設備工事、給排水衛生設備工事、空調設備工事、外構工事、

造成工事及びこれらに伴う実施設計技術協力業務 

 

４ 工事費参考額 

  解体工事（工事費上限額） 

   ２１８，３５０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※ 解体工事において、工事費上限額を超えた場合は失格とする。 

  建設工事（工事費参考額） 

   ２，３７０，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※ 建設工事において、工事費参考額を超えた場合は評価点を減点とする。 

 

５ 業務概要 

 解体工事実施設計業務 

  令和４年（２０２２年）１２月頃～令和５年（２０２３年）２月頃 

 解体工事業務 

  令和５年（２０２３年）２月頃～令和５年（２０２３年）１１月頃 

 建設工事実施設計技術協力業務 

  建設工事実施設計期間中の技術協力業務については、次のとおりとし、業務委

託契約を締結する。 

ア 業務名称 

  （仮称）創造活動・歴史文化交流施設建設工事実施設計技術協力業務委託 

イ 業務委託料の上限額 

  ４，３１２，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

ウ 履行期間 

  令和４年（２０２２年）１２月頃～令和５年（２０２３年）１１月頃 

エ 業務内容 

 設計全般に係る技術検証 
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 施工実施方針及び施工計画の作成 

ａ 総合施工計画の検討・提案 

ｂ 仮設計画の検討・提案 

ｃ 工事工程の検討・提案及び工程表の策定 

 技術情報（本プロポーザルで採用された技術提案等を含む。）等の提出 

 技術提案（本プロポーザルで採用された技術提案等を含む。）及び設計補助 

ａ 主要構造方式、雨水排水、施工計画、工程計画、設備計画の検討・提案 

ｂ ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ（ＢＥＩ０．５以上）の実現に向けての検討・提案 

ｃ 敷地内外別途工事との調整方法の検討・提案 

ｄ その他あらゆる技術提案の検討及びこれらに伴う設計補助 

ｅ 基本設計からの設計変更に関わるあらゆる検討並びに確認申請等の申

請業務におけるすべての行政折衝及び必要書類作成支援 

ｆ 完成予想パース（ＣＧ）作成支援 

 コスト管理支援 

ａ 工事費が提案額以内となる実施設計内容とするための全般的な支援 

ｂ 工事費内訳明細書の作成・更新 

ｃ 発注者又は設計者からの技術提案に対する内訳明細書の作成 

 関係機関との協議資料作成支援及び調査業務 

 設計者との会議への出席等 

 その他必要となる調査・検討等 

 施設の運営（レストランを含む）、利用及び維持管理（ライフサイクルコス

ト）等に関する検討業務 

 材料見本による各所材料選定及び確認支援  

プレゼンテーションパネルの作成等、工事完了まで発注者が各所材料を決

定するために必要となる資料の作成と提供に関わるすべての支援をするこ

と。 

 発注者の要望に応じた各種データ・資料等の作成支援及び提供 

 横須賀まちづくりに関する支援 

 レストラン等の運営に関する支援 
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 映像に関する支援 

オ 支払い条件 

  実施設計完了後の一括払い 

カ 成果物 

  業務報告書 

  技術検証資料 

  技術提案書 

  技術提案等による成果物 

  工事費内訳明細書 

  その他監督職員の指示するもの 

 ※成果物は電子データとして提出すること。 

  なお、データ形式及び提出形状等は発注者と協議すること。ただし、図面デ

ータ形式はＰＤＦ形式、ＤＷＧ形式及びＤＸＦ形式の３形式で提出すること。 

キ その他 

  協力期間中の業務に関する費用は、すべて施工予定者の負担とする。詳細な

業務内容は、協議による。 

 建設工事業務 

  令和６年（２０２４年）１月頃～令和７年（２０２５年）３月頃 

 

６ （仮称）創造活動・歴史文化交流施設建設工事設計業務（基本設計、実施設計業

務）の受託者 

設計者 株式会社隈研吾建築都市設計事務所 

 

７ 事務局 

 プロポーザル、設計及び工事に関すること 

東海市都市建設部建築住宅課 江口・奥屋 

〒４７６－８６０１ 東海市中央町一丁目１番地 

電話：０５２－６０３－２２１１（内線４５３） 

ＦＡＸ：０５２－６０１－２７０７ 

メールアドレス：kenchiku@city.tokai.lg.jp 

mailto:kenchiku@city.tokai.lg.jp
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 既存施設に関すること 

東海市立文化センター 小沼・渡邊 

〒４７７－００３６ 東海市横須賀町狐塚１１番地 

電話：０５６２－３３－２２６６ 

ＦＡＸ：０５６２－３２－９３１８ 

メールアドレス：bunka-se@city.tokai.lg.jp 

※本プロポーザルに関することは、 建築住宅課が窓口となる。 

 

８ 施工業者優先交渉権者選定の概要 

 選定方式 

このプロポーザルは、企業が持つ高度な技術を設計に反映させるため、発注者

が定める参加要件を満たす者に対して、技術提案等を求め、参加表明書を提出し

た者（以下「応募者」という。）から提出された技術提案等について、プレゼンテ

ーション及びヒアリング（以下「プレゼンテーション等」という。）を実施し総合

的に評価する「公募型プロポーザル方式」とする。 

 実施スケジュール  

項 目 日 程 

① 参加資格審査 

プロポーザルの公告 令和４年（２０２２年）８月３０日（火） 

参加表明書等に関する質疑受付 
令和４年（２０２２年）８月３１日（水）～ 

９月６日（火） 

質疑回答 令和４年（２０２２年）９月８日（木） 

参加表明書等の提出 令和４年（２０２２年）９月１２日（月） 

参加資格審査結果通知 令和４年（２０２２年）９月２０日（火） 

② グループ協定書 ※グループで参加する場合のみ 

グループ協定書の提出 令和４年（２０２２年）９月１２日（月） 

③ 基本設計書等の交付 

基本設計書等の交付 
令和４年（２０２２年）８月３１日（水）～ 

９月１２日（月） 
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④ 現地視察 

現地視察 
令和４年（２０２２年）９月２１日（水）～ 

９月２８日（水） 

⑤ 技術提案書等の質疑 

技術提案書等に関する質疑受付 
令和４年（２０２２年）９月２１日（水）～ 

１０月３日（月） 

質疑回答 令和４年（２０２２年）１０月１３日（木） 

⑥ 参加辞退届 

参加辞退届の提出期間 
令和４年（２０２２年）９月２１日（水）～ 

１０月３日（月） 

⑦ 技術提案審査 

技術提案書等の提出 令和４年（２０２２年）１１月４日（金） 

プレゼンテーション等 令和４年（２０２２年）１１月１４日（月） 

⑧ 選定結果 

選定結果公表 令和４年（２０２２年）１１月１６日（水） 

⑨ 解体工事の契約 

解体工事請負契約の締結 令和４年（２０２２年）１２月下旬頃 

単価合意書の締結 令和５年（２０２３年）２月上旬頃 

⑩ 建設工事の契約等 

基本協定書の締結 令和４年（２０２２年）１２月下旬頃 

パートナーシップ協定書の締結 令和４年（２０２２年）１２月下旬頃 

実施設計協力業務契約の締結 令和４年（２０２２年）１２月下旬頃 

工事請負契約の締結 令和５年（２０２３年）１２月下旬頃 

 優先交渉権者選定の概要 

発注者は、本要領で定める参加資格要件を満たす者から技術提案等を受け、そ

の内容を審査した結果、評価点が最も高い者を「優先交渉権者」として選定する。

（評価点の配分については、「１５  審査方法」によるものとする。） 

選定に当たっては、（仮称）創造活動・歴史文化交流施設建設工事等優先交渉権
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者選定プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）で行う。なお、審

査委員会及び審査委員は、会議の公平性の確保及び円滑な運営のため、非公開と

する。 

 本契約までの過程 

 ア 解体工事（設計業務を含む） 

   発注者は、本プロポーザル終了後に優先交渉権者から見積徴収を行い、そ

の金額が発注者の予定価格の範囲内であった場合は、事業期間等の契約条件

を確認の上、優先交渉権者を工事請負契約の相手方として、当該見積金額に

消費税及び地方消費税を加算した金額もって本契約を締結する。ただし、予

定価格が１５０，０００，０００円以上の場合は、仮契約を締結する。 

   工事請負契約の仮契約を締結した場合、工事請負契約については、地方自

治法（昭和２２年法律６７号）第９６条第１項第５号及び東海市議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和４４年東海市条

例第２７号）第２条に定めるところにより議会の議決を得た上、本契約を締

結する。 

   発注者は、実施設計完了後に請負者と当該工事費に係る単価を協議し、単

価合意書を作成の上、合意するものとする。 

   優先交渉権者が、本契約の締結前までに「９入札参加に必要な資格に関す

る事項等」のいずれかの要件を満たさなくなった場合、又は「９ 参加不適

格者及び欠格条件」のいずれかに該当することが判明した場合は、優先交渉

権を失い、契約を締結しないものとする。 

    優先交渉権者が本契約の締結前に、会社更生法又は民事再生法に基づく申

し立てがなされた場合、又は、東海市指名停止取扱要綱に基づく指名停止措

置を受け、本工事履行の見込みがないと判断した場合は、契約を解除するも

のとする。 

   については、仮契約締結後から議会の議決までの間についても準用する

ものとする。 

   又は に該当する場合は、優先交渉権者を除く本プロポーザルに参加し

た者のうち、順位が上位であった者から順に、交渉の意思を確認した上で、
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新たな優先交渉権者として交渉を行う。なお、本プロポーザル参加者は、価

格等の交渉において知り得た情報を秘密情報として保持するとともに、これ

にかかる秘密情報を第三者に漏らしてはならない。 

 イ 建設工事 

   発注者は、優先交渉権者と「基本協定書」を締結し、さらに設計者及び優

先交渉権者の三者と「パートナーシップ協定書」（以下「各協定書」という。）

を締結する。 

   「基本協定書」、「パートナーシップ協定書」を締結後、優先交渉権者は施

工予定者となる。 

   発注者、設計者及び施工予定者は、実施設計時に施工予定者から提案され

る技術提案等の採否を検討し、実施設計に反映させるため、三者協議会を組

織する。 

   本プロポーザル及び実施設計業務の期間中に提案され、発注者により採択

された技術提案等をもとに、工法や仕様等について三者協議会において協議

する。 

   発注者は、実施設計完了後に、施工予定者から見積徴収を行い、その金額

が発注者の予定価格の範囲内であった場合は、工事期間等の契約条件を確認

の上、施工予定者を工事請負契約の相手方として、当該見積金額に消費税及

び地方消費税を加算した金額もって工事請負仮契約を締結する。 

   工事請負契約については、地方自治法（昭和２２年法律６７号）第９６条

第１項第５号及び東海市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例（昭和４４年東海市条例第２７号）第２条に定めるところに

より議会の議決を得た上、本契約を締結する。 

   優先交渉権者が、各協定書の締結前までに「９入札参加に必要な資格に関

する事項等」のいずれかの要件を満たさなくなった場合、又は「９ 参加不

適格者及び欠格条件」のいずれかに該当することが判明した場合は、優先交

渉権者は優先交渉権を失い、各協定書を締結しないものとする。 

    優先交渉権者が協定書締結後に、会社更生法又は民事再生法に基づく申し

立てがなされた、または、東海市指名停止取扱要綱に基づく指名停止措置を
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受け、本工事の契約について締結の見込みがないと判断した場合は、協定書

を解除するものとする。 

   上記 については、仮契約締結後から議会の議決までの間についても準用

するものとする。 

   上記 又は の場合は、優先交渉権者を除く本プロポーザルに参加した者

のうち、順位が上位であった者から順に、交渉の意思を確認した上で、新た

な優先交渉権者として交渉を行う。なお、最優秀者等は、価格等の交渉にお

いて知り得た情報を秘密情報として保持するとともに、これにかかる秘密情

報を第三者に漏らしてはならない。 

 

９ 入札参加に必要な資格に関する事項等 

本プロポーザルに参加する者に必要な資格は、次の各号のとおりとする。 

また、参加要件の基準日は本プロポーザル公告日とし、各号において基準日及び

期間等を指定した場合は、それによるものとする。ただし、本プロポーザル公告日

以後落札決定までの間に各号に掲げる資格要件を満たさなくなったときは入札参

加資格を有していない者とみなす。 

 基本資格 

   本プロポーザル公告日において、東海市入札参加資格者名簿に登録され東海市

が発注する建設工事の契約に係る必要な資格を有し、次のいずれにも該当する者

でなければ入札に参加することができない。 

  ア 建築一式工事において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１

項の規定により許可を受けた建設業者で、市の入札参加資格者として建築一式

工事及び解体工事を登録された者であること。 

  イ 官公庁（国、県及び地方自治体に限る。）が発注した工事で、元請けとして過

去１０年間（平成２４年（２０１２年）４月１日以降に契約し、完成したもの

に限る。）に愛知県建築基準条例第１２条に基づく興行場等（以下「興行場等」

という。）の用途に供する建築物で固定席の座席数１００席以上の新築の工事

を完了し、及び引き渡した実績があること。 

なお、グループの構成員としての実績については、出資比率が５パーセント
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以上の工事に限るものとし、出資比率に応じて算定すること。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により一時中止等を行った工事のう

ち、当該一時中止等がなければ完了する予定であった工事は、完了したものと

して施工実績の対象とする。 

  ウ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

  エ 解体工事及び建設工事について、建設業法に基づき現場代理人及び主任技術

者又は監理技術者を適正に配置できる者であること。 

  オ 入札参加表明書の提出の日以後、入札執行日までの間に東海市建設工事等請

負業者指名停止取扱内規に基づく指名の停止を受け、又はこれに準ずる措置を

受けている者でないこと。 

  カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開

始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定によ

る再生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法に基づく更生手続開

始の決定又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者で、市に再度

の入札資格審査の申請を行い、入札参加資格の認定を受けたものを含む。）であ

ること。 

  キ 警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずる

ものとして、本市発注建設工事等からの排除要請があり、当該状況が継続して

いる者でないこと。 

  単体企業として入札に参加するために必要な資格 

  ア 本プロポーザル公告日において、有効な直近の経営事項審査の建築一式工事

の総合評定数値が１，６００点以上であり、かつ、経営状況分析の評点Ｙが７

００点以上であること。 

  イ 建設業法に規定する建設業許可を得てから継続して３年以上営業しているこ

と。 

  ウ 本プロポーザルにおいて、グループの構成員でないこと。 

  グループとして入札に参加するために必要な資格 

  ア グループは２者以上で構成し、当該グループの代表は、 ア及びイに該当す

ること。 
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  イ グループの構成員は、公告日において、東海市建設工事等の入札参加資格審

査及び格付要領第７条に規定する格付の基準がＡ等級以上（市内業者の場合は

Ｂ等級以上）であること。 

  ウ グループの構成員は、建設業法に規定する建設業許可を得てから継続して５

年以上営業していること。 

  エ グループの構成員の最低出資比率は、５パーセント以上であること。 

  オ グループ代表は、最大の施工能力を有し、出資比率は構成員中最大であるこ

と。 

 技術協力業務、解体工事及び建設工事等の本事業において、本事業完了までの

期間で全ての業務を統括するプロジェクト責任者を配置できること。また、プロ

ジェクト責任者は、本事業のすべての期間において従事し、すべての関係者の窓

口となり、対応及び調整に当たることとし、以下のすべてを満たすこと。なお、

９ 、 、 及び の責任者または技術者と兼務できるものとする。 

ア 一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有すること。 

 イ 参加表明書等の提出時において、本プロポーザルに参加しようとする者と継

続して３ケ月以上の雇用関係があること。 

 解体工事の実施設計業務において、見積書提出日において次の項目を満たす専

任の設計管理技術者を配置できること。なお、９ 、 、 及び の責任者ま

たは技術者と兼務できるものとする。 

 ア 参加表明書等の提出時において、本プロポーザルに参加しようとする者と継

続して３ケ月以上の雇用関係があること。 

 解体工事において、見積書提出日において次の項目を満たす専任の監理技術者

を配置できること。なお、９ 、 、 及び の責任者または技術者と兼務で

きるものとする。 

 ア 建設業法に基づく監理技術者証及び監理技術者講習会修了証を有している

こと。 

 イ 参加表明書等の提出時において、本プロポーザルに参加しようとする者と継

続して３ケ月以上の雇用関係があること。 

 次の項目をすべて満たす実施設計技術協力業務責任者を技術協力期間に配置
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できること。なお、９ 、 、 及び の責任者または技術者と兼務できるもの

とする。 

 ア 一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有すること。 

 イ 官公庁（国、県及び地方自治体に限る。）が発注した工事で、監理技術者又は

主任技術者として、過去１０年間（平成２４年（２０１２年）４月１日以降に

契約し、完成したものに限る。）に興行場等の用途に供する建築物で固定席の座

席数１００席以上の新築の工事を完了し、及び引き渡した実績があること。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により一時中止等を行った工事のう

ち、当該一時中止等がなければ完了する予定であった工事は、完了したものと

して施工実績の対象とする。 

 ウ 参加表明書等の提出時において、本プロポーザルに参加しようとする者と継

続して３ケ月以上の雇用関係があること。 

 建設工事において、見積書提出日において次の項目をすべて満たす専任の監理

技術者を配置できること。なお、９ 、 、 及び の責任者または技術者と

兼務できるものとする。 

 ア 一級建築施工管理技士の資格を有すること。 

 イ 建設業法に基づく監理技術者証及び監理技術者講習会修了証を有している

こと。 

 ウ 官公庁（国、県及び地方自治体に限る。）が発注した工事で、監理技術者又は

主任技術者として、過去１０年間（平成２４年（２０１２年）４月１日以降に

契約し、完成したものに限る。）に興行場等の用途に供する建築物で固定席の座

席数１００席以上の新築の工事を完了し、及び引き渡した実績があること。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により一時中止等を行った工事のう

ち、当該一時中止等がなければ完了する予定であった工事は、完了したものと

して施工実績の対象とする。 

 エ 参加表明書等の提出時において、本プロポーザルに参加しようとする者と継

続して３ケ月以上の雇用関係があること。 

 参加不適格者及び欠格条件 

 ア 設計者との関係において資本又は人事面について、次に掲げる事項に該当し
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ない者であること。 

   設計者の発行済株式総数の過半数を有し、またはその出資総額の過半数を

有している者 

   代表権を有する役員が設計者の代表権を有する役員を兼ねている者 

 イ 参加表明書等を提出した組織又は再委託先の事業者に所属する者が、審査委

員会の審査委員又は関係者と本プロポーザルに関する接触を求めたときは失格

とする。 

 ウ 技術提案書等が次のいずれかに該当する場合には失格となる場合がある。 

   提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの 

   作成要領に指定する様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合し

ないもの 

   記載すべき事項の全部又は一部は記載されていないもの 

   記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

   提出書類に虚偽の記載があるもの 

    なお、優先交渉権者決定後に虚偽の事実関係が判明した場合においては失

格とする。 

 

１０ プロポーザルの注意事項 

 使用する言語、通貨及び単位 

使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法（平成

４年法律第５１号）に定めるものとする。  

 費用負担等 

提出書類の作成及び提出並びにプレゼンテーション等に係る費用は、すべて応

募者の負担とする。 

 提出書類の訂正等  

一度提出された書類等の訂正及び差替え等は原則認めない。ただし、軽微な誤

り等を修正するもので発注者が認めたもの、又は発注者が指示するものは除く。 

 その他  

ア 審査を公平に行うため、応募者が特定できる記述（自社の名称、自社が請け
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負った工事が容易に特定できる内容等）は避けること。 

イ 提出書類は、その各項目における必要記載事項又は提案事項がない場合でも

提出すること。その場合には、「記載に該当する内容がありません。」又は「記

載に該当する提案がありません。」等とそれぞれの様式に記載すること。なお、

白紙提出とみなされる書類は未提出扱いとなり、失格となる場合があるので注

意すること。 

ウ 提出された書類や図書等は、返却しない。 

エ 本プロポーザルに関する事項について、その内容に変更又は追加がある場合

は、応募者に対して別途通知する。 

オ 配置した責任者及び監理者の変更は、原則として認めない。ただし、特別な

事情がある場合に限り、発注者と協議の上、同等の実績を有し発注者が適当と

判断する代替者を配置する場合に認めるものとする。 

カ 配置する責任者及び監理者は、あくまで予定者であるため、複数人を候補者

として参加表明することを可とする。その場合、「１２参加資格審査」は、その

人数分を提出すること。なお、施工実績による評価は、最低点となる者を評価

対象とする。 

キ 発注者が、配置された責任者及び監理者が不適当であるとみなした場合、受

注者は速やかに適切な措置を講じること。 

 

１１ 基本設計書等の交付 

図面等の配布は、次により行う。 

 配布期間  

令和４年（２０２２年）８月３１日（水）から同年９月１２日（月）まで（土

曜日、日曜日を除く。） 

午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで 

 配布場所  

東海市役所庁舎４階 建築住宅課 

 配布方法  

図面等の配布はＰＤＦファイル等にて行うので、事前に事務局へ電話連絡の上、
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書き込みのできる未使用の電磁記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）を持参すること。なお、

ＵＳＢメモリ等は、使用できない。 

 配布する図面等 

ア 基本設計図書（ＰＤＦ） 

イ 既設文化センター図面（ＰＤＦ） 

ウ 令和２年（２０２０年）複層塗材アスベスト含有調査結果報告書（ＰＤＦ） 

 

１２ 参加資格審査 

 提出書類等 

 ア 参加表明書（単独企業の場合）            様式１－１－１ 

参加表明書（グループの場合）            様式１－１－２ 

 イ 実施体制                        様式１－２ 

 ウ プロジェクト責任者の経験及び資格            様式１－３ 

 エ 解体工事設計管理技術者及び監理技術者の経験及び資格   様式１－４ 

 オ 建設工事実施設計技術協力業務責任者の経験及び資格    様式１－５ 

 カ 建設工事監理技術者の経験及び資格            様式１－６ 

 キ ＥＣＩ方式の工事の施工実績               様式１－７ 

 ク 興行場等工事の施工実績                 様式１－８ 

 ケ ＺＥＢ化工事の施工実績                 様式１－９ 

 コ 秘密保持に関する誓約書                様式１－１０ 

 サ 参加資格要件チェックリスト              様式１－１１ 

 シ グループ協定書（グループの場合）         参考様式１－１２ 

 ス グループ委任状（グループの場合）         参考様式１－１３ 

 セ 納税証明書（市町村税、都道府県税及び国税） 

 ソ 特定建設業の許可証の写し 

 タ 財務諸表（貸借対照表・損益計算書）／監査報告書 

 チ 経営事項審査結果通知の写し 

 作成要領 

 ア 参加表明書（様式１－１－１及び１－１－２） 
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 単独企業の場合は、様式１－１－１を使用すること。 

グループの場合は、様式１－１－２を使用し、グループ協定書（参考様式

１－１２）及びグループ委任状（参考様式１－１３）も同時に提出すること。 

 担当者連絡先に本プロポーザルの連絡担当者となる者を記載すること。今

後、事務局から連絡する際は、記載された者に連絡する。なお、プロジェク

ト責任者でなくても良い。 

 イ 実施体制（様式１－２） 

様式１－３から１－６の内容と相違ないよう記載すること。 

 ウ プロジェクト責任者の経験及び資格（様式１－３） 

  プロジェクト責任者を記載すること。 

  ９ の要件を満たす実績を記載すること。 

  官公庁（国、県及び地方自治体に限る。）がＥＣＩ方式で発注した工事で、

技術協力業務の責任者又は監理技術者又は主任技術者として、過去１０年間

（平成２４年（２０１２年）４月１日以降に契約し、完成したものに限る。）

に従事した新築の工事の施工実績がある場合は、それを確認できる当該契約

書の写し（工事名称、契約金額、工期、発注者及び請負者の確認できる部分）

又は当該工事実績情報システム（コリンズ）竣工時登録データの写し（工事

施工実績の規模、構造形式等の内容について、竣工時登録データの写しで確

認できないときは、内容を確認できる設計図書等の写し）を添付すること。 

また、複数件実績がある場合は、評価対象となるため、件数分記載し提出

すること。なお、提出があった工事のみ評価の対象とする。 

 官公庁（国、県及び地方自治体に限る。）が発注した建築一式工事で、監理

技術者又は主任技術者として、過去１０年間（平成２４年（２０１２年）４

月１日以降に契約し、完成したものに限る。）に興行場等の用途に供する建築

物で固定席の座席数１００席以上の新築の工事の施工実績がある場合は、そ

れを確認できる当該契約書の写し（工事名称、契約金額、工期、発注者及び

請負者の確認できる部分）又は当該工事実績情報システム（コリンズ）竣工

時登録データの写し（工事施工実績の規模、構造形式等の内容について、竣

工時登録データの写しで確認できないときは、内容を確認できる設計図書等
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の写し）及び竣工時平面図（座席数が確認できるもの）を添付すること。 

また、施設概要等が分かるパンプレット等がある場合は、添付すること。 

  配置予定責任者の資格、免許等に係る書類の写しを添付すること。 

  配置予定責任者の直接的かつ恒常的な雇用関係が確認できる書類の写し 

を添付すること。 

  参加表明時における他工事の従事状況等は、参加表明時に従事しているす

べての計画・工事について記載すること。当該工事の従事状況等に関しては、

コリンズ又は契約書の写しは必要ない。 

 エ 解体工事設計管理技術者及び監理技術者の経験及び資格（様式１－４） 

  解体工事の設計管理技術者及び監理技術者を記載すること。 

  ９ 及び９ の要件を満たすこと。 

  配置予定技術者の資格、免許等に係る書類の写しを添付すること。 

  配置予定技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係が確認できる書類の写し 

を添付すること。 

  参加表明時における他工事の従事状況等は、参加表明時に従事しているす

べての計画・工事について記載すること。当該工事の従事状況等に関しては、

コリンズ又は契約書の写しは必要ない。 

 オ 建設工事実施設計技術協力業務責任者の経験及び資格（様式１－５） 

  建設工事の実施設計技術協力業務責任者を記載すること。 

  ９ の要件を満たす実績を記載すること。 

また、その施工実績を確認できる当該契約書の写し（工事名称、契約金額、

工期、発注者、請負者の確認できる部分）又は当該工事実績情報システム（コ

リンズ）竣工時登録データの写し（工事施工実績の規模、構造形式等の内容

について、竣工時登録データの写しで確認できないときは、内容を確認でき

る設計図書等の写し）及び竣工時平面図（座席数が確認できるもの）を添付

すること。 

また、施設概要等が分かるパンプレット等がある場合は、添付すること。 

  官公庁（国、県及び地方自治体に限る。）がＥＣＩ方式で発注した工事で、

技術協力業務の責任者又は監理技術者又は主任技術者として、過去１０年間



19 

（平成２４年（２０１２年）４月１日以降に契約し、完成したものに限る。）

に従事した新築の工事の施工実績がある場合は、それを確認できる当該契約

書の写し（工事名称、契約金額、工期、発注者及び請負者の確認できる部分）

又は当該工事実績情報システム（コリンズ）竣工時登録データの写し（工事

施工実績の規模、構造形式等の内容について、竣工時登録データの写しで確

認できないときは、内容を確認できる設計図書等の写し）を添付すること。 

また、複数件実績がある場合は、評価対象となるため、件数分記載し提出

すること。なお、提出があった工事のみ評価の対象とする。 

  配置予定責任者の資格、免許等に係る書類の写しを添付すること。 

  配置予定責任者の直接的かつ恒常的な雇用関係が確認できる書類の写し 

を添付すること。 

  参加表明時における他工事の従事状況等は、参加表明時に従事しているす

べての計画・工事について記載すること。当該工事の従事状況等に関しては、

コリンズ又は契約書の写しは必要ない。 

 カ 建設工事監理技術者の経験及び資格（様式１－６） 

  建設工事の監理技術者を記載すること。 

  ９ の要件を満たす実績を記載すること。 

また、その施工実績を確認できる当該契約書の写し（工事名称、契約金額、

工期、発注者、請負者の確認できる部分）又は当該工事実績情報システム（コ

リンズ）竣工時登録データの写し（工事施工実績の規模、構造形式等の内容

について、竣工時登録データの写しで確認できないときは、内容を確認でき

る設計図書等の写し）及び竣工時平面図（座席数が確認できるもの）を添付

すること。 

また、施設概要等が分かるパンプレット等がある場合は、添付すること。 

  官公庁（国、県及び地方自治体に限る。）がＥＣＩ方式で発注した工事で、

技術協力業務の責任者又は監理技術者又は主任技術者として、過去１０年間

（平成２４年（２０１２年）４月１日以降に契約し、完成したものに限る。）

に従事した新築の工事の施工実績がある場合は、それを確認できる当該契約

書の写し（工事名称、契約金額、工期、発注者及び請負者の確認できる部分）
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又は当該工事実績情報システム（コリンズ）竣工時登録データの写し（工事

施工実績の規模、構造形式等の内容について、竣工時登録データの写しで確

認できないときは、内容を確認できる設計図書等の写し）を添付すること。 

また、複数件実績がある場合は、評価対象となるため、件数分記載し提出

すること。なお、提出があった工事のみ評価の対象とする。 

  配置予定技術者の監理技術者証、国土交通大臣の登録を受けた講習の修了

証その他の配置予定技術者の資格、免許等に係る書類の写しを添付するこ

と。 

  配置予定技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係が確認できる書類の写しを

添付すること。 

  参加表明時における他工事の従事状況等は、参加表明時に従事しているす

べての計画・工事について記載すること。当該工事の従事状況等に関しては、

コリンズ又は契約書の写しは必要ない。 

 キ ＥＣＩ方式の工事の施工実績（様式１－７） 

官公庁（国、県及び地方自治体に限る。）が発注した工事で、元請けとして過

去１０年間（平成２４年（２０１２年）４月１日以降に契約し、完成したもの

に限る。）にＥＣＩ方式で受注した新築の工事の施工実績を確認できる当該契

約書の写し（工事名称、契約金額、工期、発注者及び請負者の確認できる部分）

又は当該工事実績情報システム（コリンズ）竣工時登録データの写し（工事施

工実績の規模、構造形式等の内容について、竣工時登録データの写しで確認で

きないときは、内容を確認できる設計図書等の写し）を添付すること。 

また、複数件実績がある場合は、評価対象となるため、件数分作成し提出す

ること。なお、提出があった工事のみ評価の対象とする。 

 ク 興行場等工事の施工実績（様式１－８） 

９ イに規定する工事の施工実績を確認できる当該契約書の写し（工事名称、

契約金額、工期、発注者、請負者の確認できる部分）又は当該工事実績情報シ

ステム（コリンズ）竣工時登録データの写し（工事施工実績の規模、構造形式

等の内容について、竣工時登録データの写しで確認できないときは、内容を確

認できる設計図書等の写し）及び竣工時平面図（座席数が確認できるもの）を
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添付すること。 

また、施設概要等が分かるパンプレット等がある場合は、添付すること。 

 ケ ＺＥＢ化工事の施工実績（様式１－９） 

官公庁にかかわらず、元請けとして過去１０年間（平成２４年（２０１２年）

４月１日以降に契約し、完成したものに限る。）にＺＥＢ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ以

上を達成した新築の工事の施工実績を確認できる当該契約書の写し（工事名称、

契約金額、工期、発注者及び請負者の確認できる部分）又は当該工事実績情報

システム（コリンズ）竣工時登録データの写し（工事施工実績の規模、構造形

式等の内容について、竣工時登録データの写しで確認できないときは、内容を

確認できる設計図書等の写し）及びＺＥＢ化したことが分かる資料（ＢＥＬＳ

等の評価書又は省エネ適合性判定書のＢＥＩの結果等の写し）を添付すること。 

 コ 参加資格要件チェックリスト（様式１－１１） 

チェックリストに基づき、書類を確認し、各書類を提出すること。また、チ

ェックリストも記載し提出すること。 

 サ 共通事項 

   各様式については、様式ごとに提示している事項に準じたうえで、必要に

応じて記入枠の調整、罫線・段組等を編集して作成すること。また、各様式

において記載欄が不足している場合には、適宜、該当様式の記載事項を追加

すること。 

   提出図書は、片面印刷とすること。 

   余白は、上２５mm、下１７mm、左右２４mm とする。 

   文字の大きさは１２ｐｔとする。字体等については任意とする。 

 提出方法等 

  ア 提出場所 

東海市役所庁舎４階 建築住宅課 

  イ 提出日 

    令和４年（２０２２年）９月１２日（月）午前９時から正午及び午後１時か

ら４時までとする。 

  ウ 提出方法 
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    持参とする。なお、郵便等による提出は認めない。 

  エ 提出部数 

    様式１－１１、グループ協定書、グループ委任状、納税証明書、特定建設業

の許可証の写し、財務諸表（貸借対照表・損益計算書）、監査報告書及び経営事

項審査結果通知の写しについては、各 1部提出すること。 

    その他の様式は、様式順にクリップ止めしたものを３部提出することとし、

ＣＤ－Ｒで電子データ（ＰＤＦ形式及び様式のデータ形式）も合わせて提出す

ること。 

 費用負担 

提出書類の作成及び提出に係る費用は、応募者の負担とする。 

 質疑回答 

参加表明書等に関する質疑を次のとおり受け付ける。なお、質疑は、本実施要

領及び配布資料に関することとし、それ以外の事項についての質疑は受け付けな

い。また、質疑回答はすべて文書によるものとする。 

ア 提出方法 

  質疑書（様式２）に記入のうえ、事務局へ電子メールで提出すること。なお、

他の方法による質疑は、受け付けない。また、件名は「新施設建設工事（参加

表明書等）質疑【●●】（●●は提出者名）」と記載すること。 

イ 提出期限 

令和４年（２０２２年）９月６日（火）正午まで（必着とする） 

なお、提出後は電話にて電子メールの受信を確認すること。 

ウ 回答期限及び回答方法 

質疑に対する回答は、令和４年（２０２２年）９月８日（木）までに東海市

ホームページにて提示する。 

 参加資格審査結果 

提出書類に基づいて参加資格審査を行い、技術提案等に進む応募者を選定する。

「９ 入札参加に必要な資格に関する事項等」に定める参加資格要件を満たす者

であるかを確認した後、それぞれの応募者に対し、令和４年（２０２２年）９月

２０日（火）までに参加資格審査結果を電子メール及び通知文の郵送で通知する。 
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また、応募者が５者以上あった場合は、参加表明書等に記載の実績等に基づき、

事務局にて技術提案書等を提出する者を選定する場合がある。いずれも、問い合

わせ、異議申し立ては一切受け付けない。 

 

１３ 現地視察 

現地視察希望者は、参加資格審査結果通知後に事務局へ電話連絡すること。また、

視察日以外（文化センター利用者を除く。）に建設予定地への立ち入ることは不可と

する。 

 視察方法 

視察は、事務局の立会いのもと実施すること。 

 実施期間 

令和４年（２０２２年）９月２１日（水）から同年９月２８日（水）までの午

前１０時から正午まで（原則、土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の事務局が指定

した日 

 その他 

現地視察での口頭質疑は、一切対応をしない。 

 

１４ 参加辞退届 

「１２ 参加資格審査結果」にて、参加資格要件を満たすとされた応募者が参加

資格審査結果通知後以降に参加を辞退する場合は、令和４年（２０２２年）１０月

３日（月）までの午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで（土曜日、

日曜日、祝日を除く。）に、参加辞退届（様式３）を事務局に持参すること。なお、

郵送等による提出は認めない。 

 

１５ 技術提案審査 

 提出書類等 

 ア 技術提案申請書                     様式４－１ 

 イ 実施設計への技術提案等に関する手法提案         様式４－２ 

 ウ 基本設計の実現についての提案              様式４－３ 
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 エ 施工に関する手法提案                  様式４－４ 

 オ 市内地域経済への配慮についての提案           様式４－５ 

 カ その他の提案                      様式４－６ 

 キ 解体工事に関する提案                  様式４－７ 

 ク 概算工事費見積提出書                  様式４－８ 

 ケ 建設工事概算工事費見積書・内訳書            様式４－９ 

 コ 解体工事概算工事費及び実施設計業務委託費概算工事費見積書・内訳書 

様式４－１０  

 サ 実施設計協力業務委託費見積書             様式４－１１ 

 作成要領 

各提案については、それぞれ次の内容に留意して作成すること。なお、技術提

案内容でコストに関連する提案は、コストの増減を各項目に明示すること。 

 ア 【テーマ１】実施設計への技術提案等に関する手法提案（様式４－２） 

   実施設計段階において実施、実現できる効果的かつ具体的な取り組みを下記

の視点を踏まえて提案すること。（Ａ３判２枚以内） 

 ＥＣＩ方式発注のメリットを活かせる手法 

 関係者（発注者及び設計事務所）と円滑にコミュニケーションを図る手法 

 品質を確保した上でのコスト増加を抑制できるコストコントロール手法

（コストの透明性についても提案すること） 

 イ 【テーマ２】基本設計の実現についての提案（様式４－３） 

   構造設計及び設備設計を含む基本設計の改善提案として実施、実現できる効

果的かつ具体的な取り組みを下記の視点を踏まえて提案すること。（Ａ３判３

枚以内） 

 構造の木造化又は木質化に関する提案 

 屋根構造及び樋等水仕舞に関する提案 

 ＺＥＢ Ｒｅａｄｙを達成するための技術提案 

 施設コンセプトに合った事業及びそれを実現可能とする技術提案 

 ウ 【テーマ３】施工に関する手法提案（様式４－４） 

   施工段階において実施、実現できる効果的かつ具体的な取り組みを下記の視
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点を踏まえて提案すること。（Ａ３判１枚） 

 施工を円滑に進めるために行う関係者（近隣住民等）とのコミュニケーシ

ョン手法 

 解体工事と本体工事を同一で行うことによるメリットを生かせる手法 

 品質を確保するための手法 

 工期を厳守又は短縮するための手法 

 エ 【テーマ４】市内地域経済への配慮についての提案（様式４－５） 

   地域貢献に関して、実現できる効果的かつ具体的な取り組みを下記の視点を

踏まえて提案すること。また、直接的に経済効果が見込まれる提案については、

数値化して記述すること。（Ａ３判１枚） 

 市内建設事業者の活用に関する提案 

※市内業者を下請業者として活用する場合は、市内業者から社印を押印した

承諾書（任意様式）を様式４－５とともに提出すること。また、１次下請、

２次下請等は問わない。 

 市内生産品及び市内事業者からの建設資材の購入計画 

 上記以外の市内事業者等の活用に関する提案 

※市内建設業者とは、東海市内に本店、支店または営業所を有する建設業法

における建設業許可業者をいう。（許可工種は問わない。）  

※市内生産品及び市内事業者とは、東海市内に本店、支店または営業所を有

する企業をいう。 

 オ 【テーマ５】その他の提案（様式４－６）（自由意見）（３項目まで） 

   建設工事に関する提案に限る。（Ａ３判１枚） 

 カ 【テーマ６】解体工事に関する提案（様式４－７） 

   解体工事の施工段階において実施、実現できる効果的かつ具体的な取り組み

を下記の視点を踏まえて提案すること。（Ａ３判１枚） 

 近隣住民、環境への配慮に関する工夫、提案（騒音、振動） 

 近隣住民、環境への配慮に関する工夫、提案（粉塵、アスベスト、ＰＣＢ、

交通対策、清掃） 

 その他の提案（自由意見）（２項目まで） 
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 キ 概算工事費見積提出書（様式４－８） 

 本プロポーザル用設計図書に含まれている内容を承知したうえで、本プロ

ポーザル用設計図書に表記されていない場合でも、本工事を完成するのに必

要なすべての材料及び作業並びに施工上当然必要とされる内容を想定し、各

概算工事費見積書及び内訳書に反映すること。 

 本見積作業に関して、建設地や発注者が特定されるような関係官庁への接

触は行わないこと。 

 本見積作業に関して、協力会社、メーカーと接触する場合、情報の漏洩に

は重々気をつけること。なお、情報漏洩した場合は、契約解除も有り得る。 

 請負範囲の労災保険については、施工予定者にてその負担を見込むこと。 

 自家用電気設備について、建物引渡しまでの間、本設の受変電設備に受電

する場合は、施工者が電気主任技術者を選定し、保安管理すること。 

 建設工事にあたり、騒音、振動対策、交通対策、粉塵対策、清掃等には十

分注意を払い、特筆すべきことは提案書に盛り込むこと。 

 廃棄物の処理については、自由処分以外（一般廃棄物処理及び産業廃棄物）

は専門処理業者に処理させること。請負った施工者の責任において「リサイ

クル法」、「産業廃棄物及び清掃に関する法律」及びその他の関係法令を厳守

し、行政の指導に従って処理すること。 

 工事関係車両については、交通法規を遵守すること。特に周辺の道路に駐

車することがないよう徹底すること。 

 施工中の周辺道路使用制限は別途詳細を協議する。 

 技術提案内容でコストに関連する提案は、見積書に反映しないこと。 

 各様式については、様式ごとに提示している事項に準じたうえで、必要に

応じて記入枠の調整、罫線・段組等を編集し作成すること。また、各様式に

おいて記載事項が不足している場合には、適宜、当該様式に記載事項を追加

すること。 

 ク 建設工事概算工事費見積書・内訳書（様式４－９） 

   基本設計図書に記載された内容どおりの見積書及び内訳書を提出すること。

また、消費税及び地方消費税を含む金額を記載すること。必要に応じて、見積
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項目を追加・修正すること。マイクロソフト社製のエクセルデータも併せて提

出すること。 

 ケ 解体工事概算工事費及び実施設計業務委託費見積書・内訳書（様式４－１０） 

※解体工事及び実施設計業務委託費の合計金額が解体工事の工事費上限額を超

えた場合、失格とする。 

コ 共通事項 

   アからシまでの各様式については、様式ごとに提示している事項に準じ

たうえで、必要に応じて記入枠の調整、罫線・段組等を編集して作成するこ

と。また、各様式において記載欄が不足している場合には、適宜、該当様式

の記載事項を追加すること。 

   提出図書は、片面印刷とすること。 

   余白は、上２５mm、下１７mm、左右２４mm とする。 

   文字の大きさは１２ｐｔとする。字体等については任意とする。なお、イ

ラスト等に含まれる文字についてはこの限りではないが、判読が困難である

場合は当該部分を評価できないことがある。 

   技術提案書に記述した提案は、技術提案書の審査・プレゼンテーション・

ヒアリング等を通じて採用される。応募者が施工予定者として選定された場

合には、施工予定者は技術提案書に記述した提案について、技術提案内容の

適用判断及び設計に反映させるために必要となる提案部分に関する機能、性

能、適用条件等の技術情報並びに見積り及び見積根拠に関する情報を提出す

るものとする。なお、技術提案の採用に関して疑義が生じた場合は、発注者

と協議するものとする。 

 提出方法等 

  ア 提出場所 

東海市役所庁舎４階 建築住宅課 

  イ 提出期間 

    令和４年（２０２２年）１１月４日（金）午前９時から正午及び午後１時か

ら４時までとする。 

  ウ 提出方法 
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    持参とする。なお、郵便等による提出は認めない。 

  エ 提出部数 

    様式順にクリップ止めしたものを２０部提出することとし、ＣＤ－Ｒで電子

データ（ＰＤＦ形式及び様式のデータ形式）も合わせて提出すること。 

 費用負担 

提出書類の作成及び提出に係る費用は、応募者の負担とする。 

 質疑回答 

技術提案審査等に関する質疑を次のとおり受け付ける。なお、質疑は、本要領

及び配布資料に関することとし、それ以外の事項についての質疑は受け付けない。

また、質疑回答はすべて文書によるものとする。 

ア 提出方法 

  質疑書（様式５）に記入のうえ、事務局へ電子メールで提出すること。なお、

他の方法による質疑は、受け付けない。また、件名は「新施設建設工事（技術

提案書等）質疑【●●】（●●は提出者名）」と記載すること。 

イ 提出期限 

令和４年（２０２２年）１０月３日（月）正午まで（必着とする） 

なお、提出後は電話にて電子メールの受信を確認すること。 

ウ 回答期限及び回答方法 

質疑に対する回答は、令和４年（２０２２年）１０月１３日（木）までに東

海市ホームページにて提示する。 

 技術提案審査に係るプレゼンテーション等 

提案者による技術提案書等のプレゼンテーション等を実施し、最優秀者及び次

点者を選定する。 

ア 実施日 

令和４年（２０２２年）１１月１４日（月） 

イ 参加者による提出書類の説明（プロジェクター使用等による２０分以内のプ

レゼンテーション）と審査委員会による１０分程度のヒアリングを行う。 

ウ プレゼンテーション等は、本事業のプロジェクト責任者又は実施設計技術協

力業務責任者又は監理技術者が、提出された技術提案書により行うものとし、
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各自で用意したパソコンを用いて説明すること。また、追加資料等の配布及び

提出された技術提案書以外の内容は認めない。ただし、技術提案書に記載され

た文章、スケッチ等の範囲であれば、拡大用紙（パネル）、ビデオプロジェクタ

ー静止画像を使用することは可とする。 

エ プレゼンテーション等への出席者は、プロジェクト責任者１名、実施設計技

術協力業務責任者１名、監理技術者１名及び各担当者のうちの２名の合計５名

以内とする。なお、やむを得ない場合に限り、代理者の出席を認める。 

オ プレゼンテーション及びヒアリングの実施場所、実施時刻、その他詳細につ

いては後日通知する。 

 審査方法 

ア 本プロポーザルの審査は、審査委員会が行う。 

イ 提出された技術提案書、プレゼンテーション等内容を踏まえ、審査委員の総

合的な評価により判断する。 

ウ 各提案者の評価点は、下記評価項目によるものとする。 

項目 評価項目 評価基準及び得点 配点 

実績 工事施工実績 別紙による ２０点 

技術 

提案 

【テーマ１】実施設計への技術提案等に関する手法提案 

ECI方式発注のメリットを活かせる手法 ３点、２点、１点、０点 ９点 

関係者（発注者及び設計事務所）と円滑

にコミュニケーションを図る手法 

３点、２点、１点、０点 

品質を確保した上でのコスト増加を抑

制できるコントロール手法 

３点、２点、１点、０点 

テーマ２：基本設計の実現についての提案 

構造の木造化又は木質化に関する提案 
５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 

２０点 

屋根構造及び樋等水仕舞に関する提案 
５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 
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ZEB Ready を達成するための技術提案 
５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 

施設コンセプトに合った事業及びそれ

を実現可能とする技術提案 

５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 

テーマ３：施工に関する手法提案 

施工を円滑に進めるために行う関係者

（近隣住民等）とのコミュニケーショ

ン手法 

３点、２点、１点、０点 １２点 

解体工事と本体工事を同一で行うこと

によるメリットを生かせる手法 

３点、２点、１点、０点 

品質を確保するための手法 ３点、２点、１点、０点 

工期を厳守又は短縮するための手法 ３点、２点、１点、０点 

テーマ４：市内地域経済への配慮についての提案 

市内建設事業者の活用に関する提案 
５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 

１５点 

市内生産品及び市内事業者からの建設

資材の購入計画 

５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 

上記以外の市内事業者等の活用に関す

る提案 

５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 

テーマ５：その他の提案 

その他の提案（自由意見） 

３項目まで 

３点、２点、１点、０点 

（項目ごとに採点：最大３点） 

９点 

建設工事概算工事費 

概算工事費見積書 １５ エ 価格評価による ２０点 

テーマ６：解体工事に関する提案 

近隣、環境への配慮に関する工夫、提

案（騒音、振動） 

５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 

１５点 
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近隣、環境への配慮に関する工夫、提案

（粉塵、アスベスト、ＰＣＢ） 

５点、４点、３点、 

２点、１点、０点 

その他の提案（自由意見）２項目まで 

２．５点、２点、１．５点、 

１点、０．５点、０点 

（項目ごとに採点：最大２．５点） 

合計 １２０点 

 

エ 価格評価 

評価は、以下の価格評価点とする。ただし、概算工事費見積書の金額が建設

工事費参考額を超えた者は、価格評価点から５点減点する。また、価格評価点

が０点を下回った場合は、０点とする。 

 概算工事費見積書の金額が最も低い者は、２０点とする。 

 以外の者は、 の概算工事費見積書の金額との差額により２０点から 

１００，０００，０００円あたり１点減点した価格評価点とする。 

 

【例１】 

 価格 差額 
価格 

評価点 

Ａ社 ２，０００，０００，０００円 － ２０点 

Ｂ社 ２，１００，０００，０００円 １００，０００，０００円 １９点 

Ｃ社 ２，２００，０００，０００円 ２００，０００，０００円 １８点 

Ｄ社 ２，３００，０００，０００円 ３００，０００，０００円 １７点 

 

【例２】 

 価格 差額 
価格 

評価点 

Ａ社 ２，４００，０００，０００円 － １５点 

Ｂ社 ２，６００，０００，０００円 ２００，０００，０００円 １３点 

Ｃ社 ２，８００，０００，０００円 ４００，０００，０００円 １１点 

Ｄ社 ３，０００，０００，０００円 ６００，０００，０００円 ９点 
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【例３】 

 価格 差額 
価格 

評価点 

Ａ社 ２，２００，０００，０００円 － ２０点 

Ｂ社 ２，３００，０００，０００円 １００，０００，０００円 １９点 

Ｃ社 ３，７００，０００，０００円 １，５００，０００，０００円 ０点 

Ｄ社 ４，０００，０００，０００円 １，８００，０００，０００円 ０点 

 

１６ 最優秀者の決定 

   評価点の合計点数が最も高い者を最優秀者とする。  

なお、合計点数の最も高い者が２者以上ある場合は、概算工事費が最も低い者

を最優秀者とする。また、概算工事費も同額だった場合は、審査委員会により決

定するものとする。 

 

１７ 選定結果通知 

   施工業者候補者の選定結果は、令和４年（２０２２年）１１月１６日（水）ま

でに電子メール、通知文の郵送及び東海市ホームページにて提示する。なお、選

定に関する問合せや異議申し立ては一切受け付けないこととする。 

 

１８ 基本協定の締結 

 最優秀者は、発注者が指定する期日までに、工事費見積内訳明細書（以下「明

細書」という。）を提出すること。 

また、明細書は、概算工事費見積内訳書の根拠となるものであり、明細書の項

目構成は、概算工事費見積内訳書に合わせること。明細書は、概算工事費見積内

訳書（様式４－９）の作成要領にならって作成すること。（マイクロソフト社製の

エクセルデータも併せて提出すること。）  

なお、明細書は、技術協力業務におけるコスト管理支援及び円滑な価格交渉で

の活用が可能なものとすること。 

 基本協定の締結にあたり、発注者、設計者及び最優秀者（以下「三者」という。）

は、以下の内容について確認を行う。  
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ア 最優秀者から提出された明細書等の算出根拠、考え方及び妥当性  

イ 明細書等に基づく実施設計着手段階での設計グレードの確認 

ウ 技術協力業務期間における明細書等とのコストの乖離を防止するための、実

施設計グレードの確認・フィードバック方法  

エ 工事請負契約締結後の物価変動や社会情勢の変化に伴う請負代金の変更につ

いては、工事請負契約書に基づく協議対象事項であるため、技術協力業務終了

後の見積徴収においては当該金額を見込まないものとする。  

 の確認において、明細書と本確認時点で想定される設計グレードに相違があ

る場合は、三者にて協議し、必要に応じて設計グレード又は明細書の修正を行う。

なお、「１５ キ 概算工事費見積提出書」 の記載事項については設計グレード

又は明細書の修正対象としない。 

 三者は、明細書（修正された場合は、修正後の明細書）を実施設計におけるコ

ストコントロールの根拠とし、概算工事費を基に発注者が決定した工事費上限額

以内での工事の実施に向けて技術協力業務を実施することを合意し、その旨を基

本協定書に記載する。  

 技術協力期間における発注者からの変更指示及び予見不可能な事由に起因す

る変更並びに社会経済情勢の変化による工事費上限額の変更については別途協

議の上、発注者が再決定するものとする。  

 発注者は、最優秀者と基本協定を締結できない場合は、最優秀者を除く本プロ

ポーザルの提案者のうち評価結果の順位が上位であった者から順番に当該契約

の締結について、価格等の交渉の意思を確認した上で価格等の交渉を行う。なお、

最優秀者は、価格等の交渉において知り得た情報を秘密情報として保持するとと

もに、かかる秘密情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

１９ その他 

 失格条項  

参加者が次のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

ア 提出物に虚偽の記載又は不正があった場合。 

イ 提出物の作成要領、提出方法及び提出期限を守らなかった場合。 
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ウ 審査委員会の審査委員又は本プロポーザルの関係者に、直接又は間接を問わ

ず、本件に関し故意に接触した場合。 

エ 解体工事概算工事費見積書及び解体工事実施設計業務委託費概算工事費見積

書の合計金額が解体工事の工事費上限額を超えた場合。 

オ その他、審査委員会が不適切と判断した場合。 

 参加者数  

応募者が１者の場合においても、本プロポーザルは実施し、概算工事費の評価

点数を除いた１００点の内、最低点６０点以上であれば、最優秀者とする。また、

応募者が５者以上あった場合は、参加表明書等に記載の実績等に基づき、事務局

にて技術提案書等を提出する者を選定する場合がある。  

 参加の辞退  

「１４ 参加辞退届」による。 

 公表の範囲  

本プロポーザルにおける公表の範囲は、下記のとおりとする。  

ア 最優秀者及び次点者の名称 

イ 全参加者の評価点 

 提出書類及び図書の取扱い 

ア 提出された書類及び図書については一切返却しない。 

イ 応募書類等については、他の参加者に知られることのないよう本市が責任を

もって厳重に保管する。 

ウ 優先交渉権者になれなかった者の提案については、その者の了承を得ること

なく、その全部または一部を採用することはない。 

エ 提出後の提出書類の追加・修正は認めない。 

 協力業務 

ア 工事施工中に工事の進捗等を映像等で記録するため、依頼があれば協力する

こと。 

イ 備品購入検討のため、設計及び施工の際に図面等を発注者または備品選定業

者へ提供すること。 

ウ パンフレット等を作成すること。 
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エ 工事竣工後に内覧会や竣工記念式典等があるため、開催に向けて準備や当日

対応等に協力すること。 

オ 既設水準点の引照点の設置及び水準点の新設を行うこと。詳細は監督員と協

議すること 

 リスク負担・分担 

本件業務における工事金額の増加等の負担は、以下の表のとおりとする。なお、

工事請負契約約款との齟齬がある場合には、工事請負契約約款を上位とする。 

リスクの種類 Ｎｏ リスクの内容 

負担者 

備考 
発

注

者 

受

注

者 

実
施
設
計
・
施
工
段
階 

プロポーザル参

加手続き等リス

ク 

１ 
プロポ時に発注者が提示する

プロポ用資料の誤り 
○  

 

２ 

発注者の帰責事由により落札

者と契約締結ができない、又は

手続きに時間がかかる場合 

○  

 

３ 

受注者の帰責事由により発注

者と契約が締結できない、又は

手続きに時間がかかる場合 

 ○ 

 

制度 

関連 

リスク 

法令 

関連 

リスク 

４ 
本工事に係る根拠法令の変更、

新たな規制の立法等 
○  

契約前に

確認でき

るものは

受注者の

負担 

５ 
消費税率が変更されたことに

よる費用の増加 
○  

 

許認可

等の 

取得 

６ 

本工事の実施にあたって、受注

者が取得すべき許認可等の遅

延等による費用の増加 

 ○ 

 

社会 

リスク 

住民等 

の要望 

活動 

７ 

本施設を整備することそのも

のに対する地域住民の要望活

動、訴訟等に起因する費用の増

加等 

○  

 

８ 

受注者が行う業務全般に関す

る地域住民等の要望活動、訴訟

等に起因する費用の増加等 

 ○ 
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環境の 

保全 

９ 

受注者が行う業務全般に起因

する環境問題(騒音、振動、有害

物質排出等)に関する対応 

 ○ 

 

１０ 

発注者の事由による事故等に

より第三者に与えた損害(発注

者の帰責事由により、通常避け

ることのできない騒音、振動、

地盤沈下、地下水の断水、臭気

の発生等によって第三者に損

害を与えた場合を含む。) 

○  

 

第三者 

賠償 

１１ 

受注者の帰責事由による事故

等により第三者に与えた損害

(通常避けることのできない騒 

音、振動、地盤沈下、地下水の

断水、臭気の発生等によって第

三者に損害を与えた場合で、受

注者が善良な管理者の注意義

務を怠ったことにより生じた

ものを含む。) 

 ○ 

 

１２ 

受注者の帰責事由による事故

等により第三者に与えた損害

(通常避けることのできない騒 

音、振動、地盤沈下、地下水の

断水、臭気の発生等によって第

三者に損害を与えた場合で、受

注者が善良な管理者の注意義

務を怠ったことにより生じた

ものを含む。) 

△ △ 

分担比率

は協議の

上、発注

者にて決

定 

経済 

リスク 

物価の 

変動 
１３ 物価の変動 △ △ 

分担比率

は協議の

上、発注

者にて決

定 

債務 

不履行 

リスク 

本業務 

の中止 

、延期 

１４ 
発注者の指示等による本業務

の中止、延期 
○  

 

１５ 

上記以外の事由による本業務

の中止、延期(不可抗力リスク

を除く) 

 ○ 
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構成員 

に関す 

るリス

ク 

１６ 

受注者の構成員及び協力会社

の業態悪化等に起因し、本工事

の実施が困難となった又は遅

延した場合 

 ○ 

 

不可抗力リスク １７ 

暴雨、豪雨、洪水、高潮、地震、

地すべり、落盤、火 災、騒乱、

暴動、その他の自然災害又は人

為的な事象による遅延 

○ △ 

損害額の

算定は約

款第３０

条による 

計画・

設計 

リスク 

各種 

調査 

リスク 

１８ 

発注者が指示した現況図等が

現状と著しく異なっていた場

合 

○  

 

１９ 
受注者が実施した各種調査等

に不備があった場合 
 ○ 

 

設計 

リスク 

２０ 

発注者が提示した設計に関す

る与条件又は設計図書関連資

料の内容に不備があった場合 

○  

 

２１ 
受注者が実施した設計に不備

があった場合 
 ○ 

 

設計 

変更 

リスク 

２２ 

発注者の指示により、設計図書

関連資料と異なる内容の設計

変更を行ったことによる工事

の遅延や工事費用等の増加 

○  

 

２３ 

受注者の事由によって設計変

更したことによる工事の遅延

や設計・工事費用等の増加 

 ○ 

 

用地 

リスク 

用地の 

瑕疵 
２４ 

事業用地の土壌汚染、埋蔵物等

による計画・設計変更又は工事

費用等の増加 

○  

契約前に

確認でき

るものは

受注者の 

負担 

地盤地

質状況

の差異 

２５ 

過去の調査では予見不可能な

地質・地盤状況の結果、工法・

工期等に変更が生じた場合 

○  

 

施工リ

スク 

工事 

完了の 

遅延 

２６ 

発注者の帰責事由により契約

期日までに施設整備が完了し

ない場合 

○  

 

２７ 

受注者の帰責事由により契約

期日までに施設整備が完了し

ない場合 

 ○ 

 



38 

工事費 

増減 

２８ 
発注者の帰責事由による工事

費の増加 
○  

 

２９ 
受注者の帰責事由による工事

費の増加 
 ○ 

 

要求水

準書等

未達 

３０ 

完了検査等において、設計図書

関連資料未達の箇所や施工不

良部分が発見された場合 

 ○ 

 

施工 

による 

損害 

３１ 

施工により既設建物損傷やイ

ンフラ断絶を及ぼした場合の

復旧・補修等関連費用 

 ○ 

 

３２ 
引渡し前に工事目的物・関連工

事に関して生じた損害 
 ○ 

 

※○：リスクを負担する。 △：リスクを分担する。  

※約款とは、「東海市建設工事請負契約約款（建築関連工事用）」をいう。 

 プロポーザル関係資料 

様式１－１－１ 参加表明書（単独企業の場合） 

様式１－１－２ 参加表明書（グループの場合） 

様式１－２ 実施体制 

様式１－３ プロジェクト責任者の経験及び資格 

様式１－４ 解体工事設計管理技術者及び監理技術者の経験及び資格 

様式１－５ 建設工事実施設計技術協力業務責任者の経験及び資格 

様式１－６ 建設工事監理技術者の経験及び資格 

様式１－７ ＥＣＩ方式の工事の施工実績 

様式１－８ 興行場等工事の施工実績 

様式１－９ ＺＥＢ化工事の施工実績 

様式１－１０ 秘密保持に関する誓約書 

様式１－１１ 参加資格要件チェックリスト 

参考様式１－１２ グループ協定書 

参考様式１－１３ グループ委任状 

様式２   質疑書（参加表明書等） 

様式３   参加辞退届 

様式４－１ 技術提案申請書 
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様式４－２ 技術提案書【テーマ１】 

様式４－３ 技術提案書【テーマ２】 

様式４－４ 技術提案書【テーマ３】 

様式４－５ 技術提案書【テーマ４】 

様式４－６ 技術提案書【テーマ５】 

様式４－７ 技術提案書【テーマ６】 

様式４－８ 概算工事費見積提出書 

様式４－９ 概算工事費見積書 

様式４－１０ 解体工事概算工事費及び実施設計業務委託費概算工事費見積

書・内訳書 

様式４－１１ 実施設計協力業務委託費見積書・内訳書 

様式５   質疑書（技術提案書等） 


